
熊谷市人権教育推進協議会による人権意識調査の問題
　　　　　　　　             埼玉県地域人権運動連合会  三 枝 茂 夫 

（報告）

１、熊谷市の人権意識調査

ある 　　な　い 　わからない 　無　　答

39 11.3 48.3 1.4

結婚 日常のつきあい 居住や生活環境 進学・就職 わからない その他 無答

44.6 38.8 37.4 25.9 10.8 2.2 0

現在も部落差別が
あると思うか

どんな場合に多く
起きていると思うか

　　　　　熊谷市内高校（８校）生徒「人権に関する意識調査」（２０１４年９月実施）　　　％

全体でみると、「ある」と回答した児童は、７４．５％
である。これは、同和問題（部落差別）について、現
在もなお存在する人権課題の１つであることを授業
の中で学習しているためであると考えられる。
反対に、「ない」・「わからない」・「無答」を合わせた
数値は２５．５％である。同和問題（部落差別）につ
いて、発達段階に応じて、正しく理解を図る教育を
推進していく必要がある。

－19－
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B
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【考察】

男 女 全

無答

知らない

言葉は知っている

言葉も内容も
知っている

％

設問11　あなたは、同和問題（部落差別）について知っていますか。1つ選んでください。

言葉は知っている

言葉も内容も知っている

知らない

○「言葉も内容も知っている」と答えた生徒は
60.2％で前回（平成24年度）の調査よりも
11ポイント増加している。
○「言葉も内容も知っている」「言葉は知って
いる」と答えた生徒の合計は90.8％であっ
た。これは、前回の調査と比較すると7.4ポ
イント下がっている。
○「知らない」と答えた生徒は、男子の方が9.6
ポイント高くなっている。
○中学1・2年生の社会科（歴史的分野）で同和
問題（部落差別）の歴史的経緯を学び、中学3
年生の社会科（公民的分野）で同和問題をは
じめとした個別の人権課題について具体的
に学習する。学んだときだけではなく、内容
が定着するよう指導を工夫・改善していく
必要がある。

－16－

【考察】

男 女 全

無答

わからない

ない

ある

設問16　あなたは、現在でも、同和問題（部落差別）があると思いますか。1つ選んでください。

○「現在でも、同和問題（部落差別）があ
る」と答えた生徒の割合は67.0％であ
る。この割合は学年が進むにつれ減少
していく。小学6年生（平成27年度）は
74.5％、高校2年生（平成26年度）は
39.0％であることから、中学3年生の
社会科（公民的分野）を含め、中学校で
同和問題（部落差別）についての理解
を深める指導が必要であると考える。
○「わからない」と答えた生徒は29.1％
であり、「ない」と答えた生徒は3.5％
であった。インターネットによる差別
書き込みなども含めて、正しい理解を
図る教育を推進していく必要がある。

わからない

ない

ある

無答
％

－21－

全体でみると、「言葉も内容も知っている」「言
葉は知っている」と回答した数値を合わせる
と、９６．４％であった。これは、授業の中
で「百姓や町人とは別に厳しく差別されてき
た人々」に対する差別が同和問題（部落差別）
であるということをしっかり指導している成
果と考えられる。今後も、同和問題（部落差別）
について正しく理解できるよう指導していく
必要がある。
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0.8 1.01.2
7.1 .4.1

0.4 0.0 0.2

全体でみると「５・６年生のころ」が８９．４％
で最も多い。これは、社会科の授業で同和問題（部
落差別）について初めて扱うのが６年生であるか
らといえる。
「小学校入学以前」から「３・４年生のころ」まで
の割合は、全体で６．８％である。この回答を
した児童が、必ずしも同和問題（部落差別）につ
いて正しく理解しているか、明らかではない。
同和問題（部落差別）について正しく理解するた
めにも学校教育の役割は非常に大きいと考えら
れる。

－16－
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全体でみると、７５．３％の児童が「中世末期（室町時代）ないし
は近世初期 （江戸時代）の頃から、支配者が民衆を支配する手段
として身分の固定を図ったから」と答えている。このことから、
江戸時代の身分制度の学習の成果が出ていると考えられる。
「職業が違うから」３．３％、「人種・民族が違うから」７．７％「わ
からない」１２．７％と回答した児童もおり、今後も同和問題
（部落差別）について、正しい理解が図られるよう同和教育を推
進していく必要がある。

－18－

数値は人数  【考察】

えた、ひにんとよばれた人が差別された

昔の差別が今も続いている

結婚に対する差別

就職、職業に対する差別

住んでいる場所の差別

差別されている人たちが運動を起こした （全国水平社、武州鼻緒騒動）

解放令、四民平等

祭や行事に参加できない

インターネットや身元調査

差別（身分の差別などいろいろな差別）

その他

主な記述内容（記述が多数のため、数値は重複しています） 男 女 全体

同
和
問
題

よくわからない、言葉しか知らない

無回答

該当者数（設問11で（ア）、（イ）と答えた人）

同和問題に直接結びつかないもの
（人種差別、女性に対する差別、宗教に対する差別等）

○表現は異なるが、「えた、ひに
んとよばれた人が差別され
た」「昔の差別が今も続いてい
る」「結婚に対する差別」等の
記述が多い。「就職、職業に対
する差別」「住んでいる場所の
差別」という記述も多く見ら
れる。複数の要素を理解し、内
容について詳しく説明できる
生徒も見られるが、単語や短
文で答える生徒が多い。
○誤った認識の中では「人種の
違い」を記述した生徒が多
い。単語を知るだけではな
く、同和問題（部落差別）に
関し、正しい理解と定着が
図られる教育を充実させて
いく必要がある。
○無回答の生徒も多いことか
ら、具体的なイメージが持て
ていないことが考えられる。

次の12～ 20の設問は、設問11で「（ア）言葉も内容も知っている」「（イ）言葉は知っている」と答えた
方のみ、お答えください。

設問12　あなたは、同和問題（部落差別）の差別について、どんなことを知っていますか。

－17－
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なぜ差別がなくならないのか
学校でおそわった
どうしてこんなことがおきたのか

同和問題（部落差別）について「家族で話し合ったこと
がある」と答えた児童は３．６％であった。今後も市
民への人権啓発活動を続け、機会をとらえて家族で話
し合うことの大切さを呼びかけていく必要がある。

－21－
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Ⅰ、人権意識調査

　　　行政機関が市民の「意識」を「調査」

　　　　　上から目線で人権を問題にする違和感

　　　　　　名称を「意識調査」から「世論調査」に改めても内容が伴っていないケー

                   スも

　　　　　　人権を差別問題に矮小化した調査をし、国民教化の根拠にする

Ⅱ、部落差別の実態（埼玉県の例）                  部落問題は基本的に解決している

１、	 １９９３年　「実態調査」と「意識調査」
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　　　２、県交渉での県の回答
　　　　　同和啓発・教育継続の根拠　
　　　　　　　生活環境等の実態的差別はほぼ解消したが、差別事象の発生や県民意識調査
　　　　　　結果等から差別意識の解消が課題であり、エセ同和行為も発生しており、 
　　　　　　引き続き同和啓発・教育の継続が必要である。
　　　　　過去３年間の差別事象
　　　　　　　０１２年度＝２件　
　　　　　　　　差別用語を使った手紙が企業に送られてきた。
　　　　　　　　運動団体が送った文書が開封されずに返送されてきた。
　　　　　　　０１３年度＝０件　
　　　　　　　０１４年度＝５件
　　　　　　　　いずれもインターネットへの書き込み
　　　　　　　　　　全国の同和地区名、埼玉県の同和地区名の 書き込み
                                                                                            （法務局を通じて削除した）
　　　　　 県民からの生活相談件数（０１４年度）
　　　　　　　総件数＝ 7,433 件　
　　　　　　　　　　内　県民生活部　7,340 件
                                          内　人権推進課　　93 件　　同和問題関連 65 件
　　　　　　　　同和問題関連の内容
　　　　　　　　　　「いじめれれている」「同和地区はどこか」「自分の住所
　　　　　　　　　　は同和地区か」「啓発について」「戸籍の記載に誤りがある
　　　　　　　　　　ので調べたい」など。
　　　　　　　　その他の深刻な実態（２０１３年度）
　　　　　　　　　　乳幼児虐待＝ 5,358 件（警察からの通報）
　　　　　　　　　　いじめ＝小・中・高・特別支援学校　全体で 3,200 件（前
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年比 1,827 件増」
　　　　　　　　　　不登校生徒　小学校＝ 912 名、中学校＝ 4,144 名　
　　　　                 就職差別につながる恐れのある事例＝６件
　　　　　　　　      　　　　　　　　　家族構成を聞くなど面接での不適切な対応
　        3、県発行の啓発冊子「同和問題の解決をめざして」
　                 「同和地区」「同和地区の人々」「同和地区の歴史」の用語
　　                 職場での会話による差別の事例など、３０年同じ事例の紹介など、 
　　　　　　問題が多い。
　　　４、「同和問題」に関わる県民の「人権意識調査」（2010 年調査）
　　　　　①「同和問題」は「関心のある人権課題」の１４番目
　　　　　②「様々な人権問題」の各課題についての質問項目が「同和問題」を除いて、 
　　　　　　それぞれについて❶「どのような状況・どのような時に人権が尊重されていない
　　　　　　と感じるか」、❷「人権を守るために、どのようなことが必要だと思うか」を聞 
                         いて選択肢から選んで答える形式で、選択肢が適切かの問題とともに、「同和問題」  
                       は質問６項目と突出している（「アイヌの人々に関する人権」など６課題は１問だ 
　　　　　　け）。同和啓発・同和教育関係では事実と異なる啓発・教育をし、「意識調査」で 
　　　　　　確認してさらに事実と異なる啓発・教育を継続する形になっているのでは。
　　　　④解同や行政が最近、「身元調査」「土地に関する同和地区問い合わせ」を 
　　　　　問題として「意識調査」の項目にしている自治体があるが、これもマッチ・ 
　　　　　ポンプの要素がある。
　　　　⑤「同和問題」に関する「意識調査」は、解同が実施を要求し、行政がそ 
                  れに従って継続されているが、不必要であるだけでなく弊害が生じており 
                   廃止すべきであると考えられる。


